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                          ２００６年９月８日 

 

財団法人Ａ協会 

 会長 Ｂ 殿 

 

                    日本弁護士連合会 

会長 平 山  正 剛 

 

 

要  望  書 

 

全国障害者スポーツ大会（以下「大会」という。）について、内部障害者（身体障害

者福祉法施行規則別表５号の規定する心臓機能障害、腎臓機能障害、呼吸器機能障害、

膀胱又は直腸機能障害、小腸機能障害、ヒト免疫不全ウィルスによる免疫機能障害のい

ずれかの障害のある者であって、都道府県知事から身体障害者福祉法第１５条に基づく

身体障害者手帳の交付を受けた者）には出場競技及び種目が、精神障害者には同大会の

出場資格が認められていないため、同大会の競技に参加できないことは、障害を理由と

する不合理な差別にあたり、日本国憲法１４条１項に違反する。 

よって、当連合会は、貴殿に対し、下記のとおり要望する。 

 

要望の趣旨 

 

１ 大会において、内部障害者のうち、膀胱又は直腸機能障害のある人が参加すること

ができる出場競技及び種目を設けること。 

２ 内部障害者のうち、膀胱又は直腸機能障害以外の障害のある人について、医学的観

点からスポーツ参加の安全性に関する検討を継続して行なうとともに、検討の経過及

び結果を適当な方法により公開すること。 

３ 前項の検討の結果、安全性に問題がないとされた膀胱又は直腸機能障害以外の内部

障害者については、大会の出場競技及び種目を設けること。 

４ 精神障害者に対し、大会出場資格を認めたうえ、出場競技及び種目を設けること。 
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                           ２００６年９月８日 

厚生労働大臣 

 川 崎  二 郎 殿 

 

                     日本弁護士連合会 

会長 平 山  正 剛 

 

 

要  望  書 

 

全国障害者スポーツ大会（以下「大会」という。）について、内部障害者（身体障害

者福祉法施行規則別表５号の規定する心臓機能障害、腎臓機能障害、呼吸器機能障害、

膀胱又は直腸機能障害、小腸機能障害、ヒト免疫不全ウィルスによる免疫機能障害のい

ずれかの障害のある者であって、都道府県知事から身体障害者福祉法第１５条に基づく

身体障害者手帳の交付を受けた者）には出場競技及び種目が、精神障害者には同大会の

出場資格が認められていないため、同大会の競技に参加できないことは、障害を理由と

する不合理な差別にあたり、日本国憲法１４条１項に違反する。 

よって、当連合会は、貴殿に対し、下記のとおり要望する。 

 

要望の趣旨 

 

１ 大会において、内部障害者のうち、膀胱又は直腸機能障害のある人が参加すること

ができる出場競技及び種目を設けること。 

２ 内部障害者のうち、膀胱又は直腸機能障害以外の障害のある人について、医学的観

点からスポーツ参加の安全性に関する検討を継続して行なうとともに、検討の経過及

び結果を適当な方法により公開すること。 

３ 前項の検討の結果、安全性に問題がないとされた膀胱又は直腸機能障害以外の内部

障害者については、大会の出場競技及び種目を設けること。 

４ 精神障害者に対し、大会出場資格を認めたうえ、出場競技及び種目を設けること。 

５ 内部障害者及び精神障害者の出場競技及び種目を設けるに伴い必要な予算措置を講

ずること。 
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要望の理由 

 

第１ 認定した事実 

１ 申立人及び相手方 

(1) 申立人は、心臓機能障害（冠攣縮性狭心症）３級の内部障害者である。 

(2) 相手方厚生労働省（以下「厚生労働省」という。）及び財団法人Ａ協会（以下

「協会」という。）は、１９９８（平成１０）年７月１６日障第４２０号厚生省

大臣官房障害保健福祉部長通知に基づく全国障害者スポーツ大会開催基準要綱

（以下「要綱」という。）により、大会の主催者とされている。 

 ２ 内部障害者 

  (1) 内部障害者とは、身体障害者福祉法施行規則別表第５号の規定する心臓機能障

害、腎臓機能障害、呼吸器機能障害、膀胱又は直腸機能障害、小腸機能障害、ヒ

ト免疫不全ウィルスによる免疫機能障害のいずれかの障害のある者であって、都

道府県知事から身体障害者福祉法第１５条に基づく身体障害者手帳の交付を受

けた者をいう。 

  (2) ２００６（平成１８）年版「障害者白書」によると、身体障害者数（在宅）は

３３２万７千人（２００１〔平成１３〕年度）で、そのうち内部障害者数は、８

６万３千人である。これは、身体障害者のほぼ 4人に 1人の割合であり、他の障

害に比べ、年々増加する傾向にある。 

内部障害者の障害の程度は、身体障害者福祉法施行規則により、１級（自己の

身辺の日常生活活動が極度に制限されるなど）、2 級（日常生活が極度に制限さ

れる。但し、ヒト免疫不全ウィルスによる免疫機能障害の場合のみ認められてい

る）、３級（家庭内での日常生活活動が著しく制限されるなど）、４級（社会での

日常生活活動が著しく制限される）の４つの等級に分けられている。 

内部障害者は、外見からは身体障害者であるとの区別がつきにくいことが特徴

である。     

３ 内部障害者及び精神障害者のスポーツ参加に関する状況 

  (1) 「平成１５年度 障害者スポーツセンター年報」（以下「年報」という。）によ

れば、全国の障害者スポーツ関連施設５施設（岩手県、東京都２３区、東京都多

摩地区、滋賀県、京都市）における累計登録者数は６万１３０名であり、うち内

部障害者は２１２３名（累計登録者数の３．５％）、精神障害者は７５０名（同

１．２％）である。 
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また、全国の障害者スポーツ関連施設９施設（大阪市２施設、横浜市、京都市、

西宮市、滋賀県、長野県、鹿児島県、神戸市）におけるスポーツ施設利用者数は、

延べ５１万８９３１名である。このうち、障害区分に応じて利用者数が多い順に

並べると、肢体不自由が２７万２１６８名（５２．４％）、知的障害が１３万３

６９８名（２５．８％）、視覚障害が３万３９１１名（６．５％）、聴覚・言語障

害が２万４８７８名（４．８％）、内部障害者が２万３５５４名（４．５％）、精

神障害者が１万８９８６名（３．７％）、重複・他障害が１万１７３６名（２．

３％）である。 

(2) 東京都障害者総合スポーツセンターにおける、２００２（平成１４）年４月か

ら２００３（平成１５）年１月までの間に、内部障害者が記録会やスポーツ教室

へ参加した競技についてみると、グランドゴルフ、バトミントン、ボッチャ（赤

いボール６個と青いボール６個をそれぞれ投球し合い、ジャックと呼ばれる白い

ターゲットボールにどれだけボールを近づけられるかを競う競技）、卓球、テニ

ス、水泳、アーチェリーなどがある。 

(3) これらのことから、内部障害者及び精神障害者については全国の障害者スポー

ツ関連施設の登録者数及び利用者数が肢体不自由の障害のある人に比べると少

ないものの、一定数の登録者及び利用者があり、内部障害者に関しては様々な競

技に参加している実態が認められる。 

４ 全国障害者スポーツ大会開催の沿革、目的等 

  (1) わが国の障害者の全国的なスポーツ競技会は、パラリンピック東京大会（１９

６４〔昭和３９〕年）を契機にして、１９６５（昭和４０）年から「全国身体障

害者スポーツ大会」が開催されるようになったことに始まる。その後、１９９４

（平成６）年から「全国知的障害者スポーツ大会」が開催され、２００１（平成

１３）年からは両大会を統合した本大会が毎年開催されるようになった。 

  (2) 大会は、「障害のある選手が、障害者スポーツの全国的な祭典であるこの大会

に参加し、競技等を通じ、スポーツの楽しさを体験するとともに、国民の障害に

対する理解を深め、障害者の社会参加の推進に寄与すること」（要綱）を目的と

している。 

  (3) 大会の主催者は、厚生労働省、協会、開催地都道府県・指定都市及び開催地市

町村とし、必要に応じてその他の関係団体が加わる（要綱）。 

  (4) 大会における実施競技及び種目は、「全国障害者スポーツ大会競技規則」（以下

「競技規則」という。）により定められた個人競技及び団体競技とし、団体競技
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は、都道府県・指定都市対抗とされている。 

競技規則に定められていない競技・種目であっても、広く障害者の間にスポー

ツを普及する観点から有効と認められるものについては、あらかじめ主催者間で

協議のうえ「オープン競技」として実施することができる。 

競技規則は、障害区分ごとに実施競技・種目を定めている。これによれば、肢

体不自由・視覚障害・聴覚障害・知的障害の４区分に区別されているが、内部障

害者の区分は設けられていない。 

(5) 同大会の出場資格については、以下のアないしウの条件を満たす者とされてい

る。 

ア 毎年４月１日現在、１３歳以上の身体障害者並びに知的障害者であること。 

イ 身体障害者は、身体障害者福祉法第１５条の規定により、身体障害者手帳の

交付を受けた者であること。知的障害者は、厚生事務次官通知（１９７３〔昭

和４８〕年９月２７日厚生省発児第１５６号）による療育手帳の交付を受けた

者、あるいはその取得の対象に準ずる障害のある者であること。 

ウ 申込時に参加する都道府県・指定都市内に現住所を有する者。ただし、厚生

援護施設や学校等に入所、通所、通学している者は、その所在地の都道府県・

指定都市から出場してもよい。 

５ 内部障害者及び精神障害者の大会出場資格並びに実施競技・種目の有無 

(1) 内部障害者は、同大会の出場資格を有するが、参加できる出場競技及び種目が

設けられていないため競技に参加することができない。 

(2) 精神障害者は、同大会の出場資格そのものが認められておらず、そのため同大

会に出場することができない。 

６ 厚生労働省及び協会における検討経緯 

１９８４（昭和５９）年、本大会の前身である「全国身体障害者スポーツ大会」

に内部障害者の出場競技を導入すべきとの意見が出されていた。２００１（平成１

３）年からは「全国障害者スポーツ大会」が開催されることになるが、同大会が開

催されて以後も、内部障害者及び精神障害者の競技への参加を求める意見がたびた

び出され、検討が続けられてきている。２００２（平成１４）年からは、精神障害

者に関してバレーボールがオープン競技として実施されている。２００５（平成１

７）年には、協会の医学委員会内に設置された「内部障害者国体参加小検討会（仮

称）」から「内部障害者国体参加についての上申（膀胱・直腸機能障害者に関して）」

が出されるが、その中では、「膀胱・直腸機能障害者のトラック競技、自転車競技、
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テニス、ゴルフ、ボウリング、スキー、野球、水泳競技の国体参加」を検討するよ

う求めている。 

しかし、第１回大会（２００１〔平成１３〕年）からすでに５年が経過した現在

においても、精神障害者にはいまだ大会出場資格すら認められていない状況が続い

ている。また、内部障害者についても、第１回大会以降、出場競技及び種目の設置

について検討されており、都道府県レベルの大会では競技が実施されているにもか

かわらず、現在においても出場競技及び種目が認められていない状況である。 

  

第３ 判断 

 １ 障害のある人のスポーツへの参加と平等 

  (1) 障害のある人のスポーツへの参加と平等 

     障害のある人に対してスポーツに参加する機会が平等に与えられるべきで

あるということについては、日本国憲法及び障害者基本法において国家等の責

務として定められている。 

ア 日本国憲法（以下「憲法」という。）１３条は、「すべて国民は、個人として

尊重される。」と規定し、同１４条１項は、すべて国民は「法の下に平等」で

あるとして不合理な差別を禁止している。また、同２５条は、すべての国民に

「健康で文化的な最低限度の生活」を保障している。 

イ 上記憲法の各規定を受けて、障害者基本法（１９７０〔昭和４５〕年５月２

１日「心身障害者対策基本法」として施行。１９９３〔平成５〕年１２月の法

改正で法律の名称が「障害者基本法」に変更された。以下「法」という。）３

条は、国又は地方公共団体が障害のある人に関する施策を行なうにあたっての

基本的理念を定めている。 

すなわち１項は、「すべて障害者は、個人の尊厳が重んぜられ、その尊厳に

ふさわしい生活を保障される権利を有する。」と定める。これは、憲法１３条

前段の規定を確認したものである。 

また２項は、「すべて障害者は、社会を構成する一員として社会、経済、文

化その他あらゆる分野の活動に参加する機会が与えられる。」と定める。あら

ゆる分野へ「参加する機会」が保障されてこそ、障害のある人に個人の尊厳に

ふさわしい生活と、「健康で文化的な最低限度の生活」が保障される。従って、

同項は、憲法１３条及び２５条の規定を受けて定められたものと解することが

できる。 
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さらに２００４（平成１６）年６月４日法律第８０号で追加され、２００７

（平成１９）年４月１日より施行される３項は、「何人も、障害者に対して、

障害を理由として、差別することその他の権利利益を侵害する行為をしてはな

らない。」と定める。これは、不合理な差別を禁じた憲法１４条１項の規定を

確認したものでもある。 

ウ そして、法は上記基本的理念を受けて、「障害者の福祉に関する基本的施策」

（法第２章）の定めを設け、障害のある人に関わる各分野における国及び地方

公共団体の責務を定めている。その中に、障害のある人がスポーツを行なうこ

とができるように諸条件を整備すべき国等の責務も定められている。 

すなわち、法２２条は、「国及び地方公共団体は、障害者の文化的意欲を満

たし、若しくは障害者に文化的意欲を起こさせ、又は障害者が自主的かつ積極

的にレクリエーションの活動をし、若しくはスポーツを行うことができるよう

にするため、施設、設備その他の諸条件の整備、文化、スポーツ等に関する活

動の助成その他必要な施策を講じなければならない。」と定めている。 

この規定は、上記基本的理念を受けて、国及び地方公共団体に対して、障害

のある人にスポーツに「参加する機会」が与えられるように「施設、設備その

他の諸条件の整備」「スポーツ等に関する活動の助成」その他必要な施策を講

じなければならない責務を負わせたものである。そして、施策を講じるにあた

っては、障害を理由とする不合理な差別をしてはならないことも、憲法 14条

1項から当然に導かれる。 

   エ さらに、法は９条（旧法７条の２）において、政府が障害者の施策に関する

基本的な計画（以下「障害者基本計画」という。）を策定しなければならない

と定めているが、２００２（平成１４）年１２月２５日には、障害者基本計画

の新計画が閣議決定された。そこでは、スポーツ等の振興に関して、「全国障

害者スポーツ大会…の充実に努める」ことや、「（財）日本障害者スポーツ協会

を中心として障害者スポーツの振興を進める。特に、身体障害者や知的障害者

に比べて普及が遅れている精神障害者のスポーツについて、振興に取り組む。」

ことが明記された。 

オ この法２２条の規定及び障害者基本計画を受けて、その施策の一環として開

催されているのが本大会である。 

すなわち、大会は、障害のある選手が、障害者スポーツの全国的な祭典であ

るこの大会に参加し、競技等を通じ、スポーツの楽しさを体験するとともに、
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国民の障害に対する理解を深め、「障害者の社会参加の推進に寄与する」こと

を目的として開催されたものである。そこでは、精神障害者を含め、すべての

障害のある人が大会に参加し、競技を行う機会が与えられるべきことが目的と

されている。このような目的のもとで法２２条及び障害者基本計画に基づく国

の施策の一環として本大会が開催されている以上、精神障害者も含めすべての

障害のある人に対して、本大会へ参加し競技を行う機会が平等に与えられるべ

きである。そして大会に参加し競技を行う機会が平等に与えられるべきである

との利益は、法的に保護されるべき利益にまで至っていると解するのが相当で

ある。 

そして、大会出場資格や出場競技及び種目の設定のあり方は、大会に参加し

競技を行う機会が平等に与えられているか否かに密接にかかわる事項である

ことから、そのあり方については、憲法の上記各規定と法の基本的理念（法３

条）の趣旨に照らして判断することが求められていると解するのが相当である。 

従って、内部障害者及び精神障害者のいずれも、本大会へ参加し競技を行う

機会が与えられるべきであり、それについて、障害の種類を理由に不合理な差

別がなされるのであれば、それは憲法１４条１項に反することになる。 

  (2)「国際障害者年」の基本理念－「完全参加と平等」 

    障害のある人に対してスポーツに参加する機会が平等に与えられるべきであ

るということは、国際的な要請でもある。 

ア 世界人権宣言には、すべての人間は、「生れながらにして自由であり、かつ、

尊厳と権利とについて平等」であり（第１条）、「いかなる事由による差別をも

受けることなく、この宣言に掲げるすべての権利と自由とを享有することがで

きる」（第２条）こと、「法の下において平等であり、また、いかなる差別もな

しに法の平等な保護を受ける権利を有する」（第７条）ことが定められている。 

国際連合（以下「国連」という。）は、１９７５年の第３０回国連総会にお

いて、世界人権宣言の上記各規定の趣旨を踏まえ「障害者の権利宣言」を採択

した。同宣言には、「障害者はその人間としての尊厳が尊重される生得の権利

を有している」（第３条）と定められるとともに、障害のある人の人権の保障

と障害者問題の解決に向けた指針が示された。 

翌７６年の第３１回国連総会では、上記世界人権宣言や「障害者の権利宣言」

等を踏まえて、１９８１年を「国際障害者年」とする決議が採択された。その

後、１９７９年の第３４回国連総会では、「国際障害者年行動計画」が承認さ
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れた。この計画によると、国際障害者年の目的は、「障害者がそれぞれの住ん

でいる社会において社会生活と社会の発展における『完全参加』並びに彼らの

社会の他の市民と同じ生活条件及び社会的・経済的発展によって生み出された

生活条件の改善における平等な配分を意味する『平等』という目標の実現を推

進することにある。」とされ、「完全参加と平等」が国際障害者年の目標テーマ

とされたのである。これらの決議を踏まえ、１９８２年の第３７回国連総会で

は、「国連障害者の１０年（１９８３年～１９９２年）の宣言」が採択された。 

イ さらに、１９９３年の第４８回国連総会では、国連障害者の１０年に得られ

た経験に基づき、「障害者の機会均等化に関する基準規則」（以下「基準規則」

という。）が採択された。 

基準規則では、「障害のある人の完全参加と平等」が実現されるべき目的と

されているが、その中で「平等な参加への目標分野」の一つに「レクレーショ

ンとスポーツ」分野が挙げられている（基準規則１１）。 

基準規則１１の柱書きには、「政府は障害を持つ人がレクリエーションとス

ポーツへの平等な機会を持つことを保障するための方策をとるべきである。」

と定められている。そして、その具体的な方策として、基準規則１１の３項に

は「スポーツ組織はスポーツ活動に障害を持つ人が参加できる機会をつくりだ

すよう奨励されるべきである。参加への機会を開放するにはアクセシビリティ

を整備するだけで十分な場合もある。特別な手筈や特別なゲームが必要になる

場合もある。政府は障害を持つ人が全国的、国際的な行事に参加するよう支援

するべきである。」と記されている。 

同規則には法的拘束力がないが、国連は、この標準規則の内容を法的拘束力

のあるものに高めるために、国際条約などの策定を検討している。 

ウ このように、国際社会においても、障害のある人に対してスポーツに参加す

る機会を平等に与えられるべきことが、「完全参加と平等」の理念を実現する

ために重要であると位置づけられているのである。 

２ 人権侵害性 

  (1) 内部障害者 

   ア 大会では、内部障害者を除く身体障害者については競技種目が定められてい

る。ところが、同じ身体障害者であっても内部障害者については、対象となる

競技種目がないために競技に参加することができない。 

   イ 厚生労働省及び協会は、大会において、内部障害者を対象とする出場競技及
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び種目を設けていない理由について、次のように述べている（以下の①ないし

③は厚生労働省が、④及び⑤は協会が挙げた理由である）。 

① 内部障害者のスポーツについては、都道府県が主催する障害者スポーツ大

会においても少数しか参加者がいない状況である。 

② 内部障害者は個々人によって障害の程度が異なることから、公平を期する

ために行う障害区分（クラス分け）を確定することが難しい。 

③ 競技を行うことにより身体に加わる負荷による健康上のリスクがあるこ

とから、当該リスクを踏まえた緊急時の対応が必要であるが、現時点ではそ

のような態勢が不十分である。 

④ 内部障害のうち、どのような内容、程度の障害の者なら、どのような競技

を安全に実施できるかは医師らの判断によるもので、これを判定するスケー

ルとして全国的に提示できるものを作成するには、研究機関による専門的な

研究が必要である。 

⑤ 大会には５５００人という全体枠があるため、内部障害者を単純に加える

ということはできず、他の障害者の競技との調整も必要である。 

   ウ 上記各理由に合理性があるか検討する。 

ⅰ ①については、そもそも、協会が公表した「２１世紀における障害のある

人のためのスポーツ振興～障害者スポーツ振興のための中・長期的方策～」

（２００３〔平成１５〕年３月２４日）と題する報告書によれば、障害のあ

る人がスポーツに参加することが社会復帰に向けたリハビリテーション効

果を生み出すこと、障害を克服するための健康の増進と体力の向上に資する

こと、積極的な社会参加と障害に応じた自立を支援することに役立つことな

どが指摘されている。 

障害のある人が大会の競技に参加するということは、単に勝敗を競うとい

うことよりも、むしろ上記効果等が期待されている。そうだとすれば、たと

え参加者の人数が少数であるとしても、その少数の障害のある人が大会に参

加することに重要な意義がある。 

大会の実態をみても、当該障害クラスの参加者が１名だけの競技種目も存

在している。また、都道府県が主催する障害者スポーツ大会を見てみると、

２００５（平成１７）年度の全京都障害者スポーツ大会では、卓球の部に６

名、水泳の部に１名、陸上の部に６名、アーチェリーの部に２名の内部障害

者が参加しており、競技として十分に成り立っている。 
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従って、参加者の人数が少数であることは、内部障害者について出場競技

及び種目を一切認めないという差別的取扱を正当化する理由にはならない。 

ⅱ ②については、障害のある人個々人により障害の程度が異なることは、内

部障害者に限らず、いずれの障害のある人にもあてはまることである。従っ

て、個々人の障害の程度が異なるということは、内部障害者について出場競

技及び種目を一切認めないという差別的取扱を正当化する理由にはならな

い。 

ⅲ ⑤については、大会の規模を一定に保つ必要があることを理由に、内部障

害者について出場競技及び種目を設けていないことを合理化しようとする

ものである。 

確かに、大会は予算措置を伴うものであるため、大会の規模を無制限に拡

大することはできない。 

しかし、全体枠の増加が無理なのであれば、協会も認めるとおり、内部障

害者の大会参加を認めたうえで既存の出場枠内での調整を行うべきである。

また、必要に応じて出場枠の拡大も検討すべきである。出場枠の拡大のため

に予算的措置が必要であれば、その措置を講じるべきである。法２２条も国

に対して、障害のある人がスポーツに参加するために必要な条件整備をすべ

き責務を定めているが、そこには必要な予算措置を講じることも当然に含ま

れている。 

従って、予算上の制約を理由に出場枠を一定に保たなければならないとい

うことは、内部障害者について出場競技及び種目を一切認めないという差別

的取扱を正当化する理由にはならない。 

ⅳ ③及び④については、実質的には同じ理由である。 

確かに、内部障害者は、心臓機能、腎臓機能等、生命の安全の保持に直結

する身体機能が低下しているものであり、過重な運動負荷を生じることは避

けなければならず、慎重な健康上のリスク管理が必要となる。また、いかな

る種類の運動負荷をどの程度課した場合に安全に支障が生じるかは、障害の

種類や個々の障害のある人によっても異なるものである。 

しかし、内部障害者にとって、適切な運動負荷量に止まる限り、スポーツ

が、インスリン感受性の亢進、血圧降下、体重減少、脂質代謝の改善、心臓

機能の改善等多くの効果を生み出すことは医学的にも承認されている。 

また、内部障害の中でも、小腸機能障害、膀胱・直腸機能障害、ヒト免疫
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不全ウィルスによる免疫機能障害については、運動負荷による危険性は少な

い。ことに膀胱・直腸機能障害者については、協会に設置された「内部障害

者国体参加小検討会」から、トラック競技、自転車競技、テニス、ゴルフ、

ボウリング、スキー、野球、水泳等の競技で参加を検討すべきであるとの意

見が出されている。 

さらに、各地の自治体が開催する障害者スポーツ大会では、内部障害者も

大会に参加し競技を行っている。たとえば、滋賀県で２００５(平成１７)年

に開催された「第４３回滋賀県障害者スポーツ大会」では、内部障害者の出

場可能な競技及び種目として、水泳、投てき（陸上競技）、卓球、ボウリン

グ、アーチェリーなどの競技が設けられており、内部障害者もアーチェリー

に参加している。また、前述したとおり、京都では卓球、水泳、陸上、アー

チェリーの競技などに参加している。 

むしろ、大会参加を認めることを前提としたうえで医学上の観点からの手

当を図ることは可能である。現に、前記滋賀県障害者スポーツ大会では、「内

部障害者については、必ず医師の診断書又は保護者・家族等の承諾書を添付

すること」を参加の条件とするなど、医学上の観点から必要な手だてを講じ

たうえで、内部障害者の大会参加を認めている。 

以上の状況にかんがみれば、少なくとも膀胱・直腸機能障害者については

医学上の観点からも大会参加に支障はなく、また、それ以外の内部障害者に

ついても、医学的観点からの検討を引き続き行うとともに、医学的観点から

の懸念が払拭されるのであれば、出場競技及び種目を認めるべきである。 

従って、③及び④については、内部障害者について出場競技及び種目を一

切認めないという差別的取扱を正当化する理由にはならない。 

エ 小括 

     前記のとおり、日本国内では、すでに１９７０（昭和４５）年には心身障害

者対策基本法（現在の障害者基本法）が制定され、障害のある人に対し、スポ

ーツへの参加の機会を平等に付与すべきことが国等の責務として規定されて

いた。さらに、２００２（平成１４）年には、障害者基本計画が策定され、協

会が障害者スポーツの振興を進めること、大会を充実させることなどが明確に

定められていた。 

また、協会及び厚生労働省での検討経緯をみると、１９８４（昭和５９）年

に、すでに本大会の前身である「全国身体障害者スポーツ大会」に内部障害者
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の出場競技及び種目を導入すべきとの意見が出されていた。 

２００１（平成１３）年にも内部障害者の出場競技及び種目を設けるべきで

あるとの意見が出され、２００５（平成１７）年には内部障害者国体参加小検

討会（仮称）から膀胱・直腸機能障害のある人については国体参加を検討する

よう求める意見が出されている。さらに、今日、都道府県レベルの大会におい

ては、すでに内部障害者の出場競技及び種目が設けられ、内部障害者が競技に

参加している。 

また、国際的には、１９７５（昭和５０）年には国連で「障害者の権利宣言」

が、１９８２（昭和５７）年には、「国際障害者の１０年（１９８３〔昭和５

８〕年から１９９２〔平成４〕年）の宣言」が採択され、障害のある人の「完

全参加と平等」の実現をめざした取り組みが行われていた。１９９３（平成５）

年には国連で基準規則が採択され、法的効力はないものの、政府に対して障害

のある人のスポーツへの参加について平等の機会をもつことを保障するよう

求めている。 

このように、障害のある人にスポーツに参加する機会を平等に保障すべきこ

とが繰り返し要請され、内部障害者の出場競技及び種目を設けるべきとの意見

も繰り返しだされており、地方大会などでその実例もあるにもかかわらず、現

在においても大会において内部障害者の出場競技及び種目が認められていな

い。 

これに対し、内部障害者の出場競技及び種目を設けていないことに関して厚

生労働省及び協会が示した理由を示しているが、前記のとおり、それらはいず

れも合理性が認められない。 

これらのことに照らすならば、内部障害者の大会競技への参加が認められて

いないことは、障害の種類を理由とする不合理な差別といえるのであり、人権

侵害性を認めることができる。 

(2) 精神障害者 

ア 精神障害者については、そもそも大会の出場資格自体が認められていない。 

そこで、精神障害者の大会出場資格を認めないことについて、合理的な理由

があるか検討する。 

イ 当連合会が厚生労働省及び協会に対して、精神障害者に大会出場資格を認め

ていない理由を照会したところ、厚生労働省は、「前記オープン競技の実績を

踏まえ、全国障害者スポーツ大会検討会で大会参加について検討を進めてい
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る。」とのみ回答している。 

また、協会は、「前記バレーボールのオープン競技を実施した段階で、大会

において精神障害者の競技を導入する方向で意識していた。そのために、どの

ようなことが関連して問題点となるか、それを解消するためにはどうするべき

かなどにつき、技術委員会及び全国障害者スポーツ大会検討会で検討中であ

る。」と回答している。しかし、その回答には、検討中であると述べられてい

るだけであり、導入にあたっての問題点やそれを解消するために何が必要かに

ついては特に指摘されていない。 

ウ 精神障害者のスポーツ推進については、社団法人日本精神保健福祉連盟内に

「障害者スポーツ推進委員会」が設置され、研究・実践活動を行ってきている。 

同連盟は、大会へのオープン競技としての参加を踏まえ、精神障害者の大会

参加に関わる問題点を指摘している（２００４〔平成１６〕年度「精神障害者

のスポーツ大会等開催支援事業」報告書）。 

ⅰ 指摘されている問題点の第１は、参加者のプライバシー保護の問題である。

大会参加にあたっては参加者名簿の提出が原則であり、啓発普及の点から積

極的にマスコミ取材などを受けることもあるところ、従来は事前に了承を得

た当事者だけを撮影したり遠景のみに限定したりするなどの撮影の配慮を

していた。しかし、大会規模が大きくなり参加者数が増大すると対応が困難

になり、また、精神障害者だけを撮影しないといった方法は逆差別につなが

るとの指摘もある。当事者・家族の意識改革も含め、プライバシー保護の考

え方を整理する必要性があるという点である。 

第２は、大会では、１３歳以上の障害者手帳所持者に出場資格が認められ

ている。しかし、精神障害者の手帳所持率が低い現状からして、身体障害者

及び知的障害者と同様に、精神障害者についても手帳の所持を資格要件とす

るならば、実際には出場資格が認められないケースが生じるという点である。 

ⅱ 上記第１の点については、当事者のプライバシー保護に十分な配慮をすべ

きことは言うまでもない。しかし、従来もオープン競技としてバレーボール

が行われてきた。従って、少なくとも、バレーボールについては、当事者の

プライバシー保護に配慮しながら、大会出場資格を認め、公式競技として実

施することについて支障はない。また、その他の出場競技及び種目の設定に

ついても、当事者の意向も踏まえながら、プライバシーにも配慮した実施方

法を検討することは可能である。 
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また、第２の点も、大会の出場資格を認める以上、その要件を定めるべき

ことは当然ではあるが、例えば当面は手帳所持者に限定し、実施状況や参加

人数などを見ながら出場資格についてさらに検討を加えるなどの対応は可

能であろう。 

従って、連盟の報告書で指摘する問題点も、大会実施にあたっての技術的

な問題にすぎず、現時点で一律に精神障害者の出場資格を認めないことにつ

いての合理的な根拠とまでは認定し得ない。 

   エ 精神障害者がスポーツを行うことについては、一般的には特に医学上の問題

点は指摘されておらず、厚生労働省及び協会からも、精神障害者の大会出場資

格の判断にあたって、医学上の問題点や健康上のリスク管理の必要性について

は指摘されていない。 

さらに、既に２００１（平成１３）年度に宮城県で行われた第１回全国障害

者スポーツ大会と同時期に、第１回全国精神障害者バレーボール大会が開催さ

れ、２００２（平成１４）年度においては、精神障害者バレーボールが第２回

全国障害者スポーツ大会のオープン競技として認められ、全国でのブロック予

選も開催され、以後、毎年オープン競技としての大会参加が続いている。 

このようなことからすれば、少なくとも精神障害者に出場資格を認め、バレ

ーボールを大会の出場競技及び種目として設定することには何の支障もない

はずである。 

オ 前記（２(1)エ）で述べたとおり、国際的にも国内的にも、国等が障害のあ

る人に対して、スポーツに参加する機会を平等に保障すべき責務を負っている

ことは繰り返し指摘されている。障害者基本計画でも、特に身体障害者や知的

障害者に比べて普及が遅れている精神障害者のスポーツについて、振興に取り

組むよう明記されている。そして、２００１（平成１３）年には、すでに精神

障害者の大会出場資格を認めるべきであるとの意見がだされており、翌２００

２（平成１４）年からは、オープン競技としてバレーボール大会が実施されて

いる。その後も、複数の県から精神障害者の大会出場資格を認めるべきである

との意見が出されている。これに対し、前記のとおり、精神障害者について出

場資格すら認められていないことには、合理的な理由が認められない。 

これらのことから、精神障害者の大会出場資格を認めないことは、障害の種

類を理由とする不合理な差別であり、人権侵害性を認めることができる。 

３ 結論 
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(1) 内部障害者 

ア 前記のとおり、内部障害者のうち少なくとも膀胱・直腸機能障害のある人

が大会に参加することに関しては、協会内部で医学的見地からの検討を行い、

その結果、トラック競技等の競技への参加を認めるよう上申を提出している。

従って、少なくとも膀胱・直腸機能障害のある人については、大会で競技を

行うことが可能である。厚生労働省及び協会は、膀胱・直腸機能障害のある

人を対象とする出場競技及び種目を設けるべきである。 

イ 膀胱・直腸機能障害以外の内部障害者についていえば、現在、医学的観点

から検討に着手しているところであり、その結論がいまだ出されていない。 

  そこで、現在検討していることを尊重しつつ、その検討の経過及び結論の

公平性を担保するために、厚生労働省及び協会に対し、内部障害者のうち、

膀胱・直腸機能障害以外の障害のある人については、医学的観点からスポー

ツ参加の安全性に関する検討を継続して行うとともに、検討の経過及び結果

を適当な方法により公開するよう要望するものである。 

ウ その検討の結果、安全性に問題がないとされた膀胱・直腸機能障害以外の

内部障害者については、大会出場競技及び種目を設けるよう要望するもので

ある。 

エ 内部障害者の出場競技及び種目を設けることに伴って大会の参加者数が

増加する等し、それにより大会の予算も増加することが考えられる。 

  内部障害者の侵害された人権を回復することに伴い予算措置が必要とさ

れるのであれば、法２２条の趣旨に照らし、厚生労働省はそのための予算措

置を講じるべきである。従って、厚生労働省に対し、内部障害者の出場競技

及び種目を設けるために必要な予算措置を講じるよう要望するものである。 

オ なお、厚生労働省及び協会が、前記経緯のとおり、内部障害者の大会参加

について医学的見地から一定の検討を行ってきたことを考慮し、本件につい

ては警告又は勧告ではなく、頭書のとおり、要望とするのが相当であると判

断した。 

   (2) 精神障害者 

    ア 前記のとおり、精神障害者には大会の出場資格すら認められていない。そ

れは、精神障害者の大会参加に関する、障害の種類を理由とする不合理な差

別である。出場資格自体はすみやかに設けることが可能であるし、現在オー

プン競技とはいえ、バレーボール競技が実施されていることから、出場競技
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及び種目を設けることも可能である。従って、侵害された人権を回復するた

めに、厚生労働省及び協会は、精神障害者に対し、大会参加資格を認めたう

え、出場競技及び種目を設けるべきである。 

    イ さらに、精神障害者の出場競技及び種目を設けることにより予算措置が必

要な場合には、前述した理由により、厚生労働省は、そのために必要な予算

措置を講じるべきである。 

    ウ 以上から、頭書のとおり要望するのが相当である。 

以上 


